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力の大きさをわかりやすく示している。高炉と転炉の過剰能力は 1970 年代から 80 年代前
半に拡大し，その後縮小して 2000 年代初頭に解消した。世界金融危機の際に一時再発生





























































































































































                                                   
2 特安法については，とくに断らない限り通商産業政策史編纂委員会[1993]第 6 章第 2 節（鷲沢享一著），第








 平電炉業界は 1988 年まで電炉増設を禁止し，285 万トンの能力を処理する計画を立て
た。そして，1982 年度末まで 272 万トンが処理された。 
３ 産構法（1983-88年） 
 特安法でも過剰設備処理が不十分だとみなされて，「特定産業構造改善臨時措置法」，通








この方式は以後 2000 年代の産業再生法まで引き継がれた。 
 産構法の実施期間，電炉業界は 380 万トンの処理目標を立て，1988 年まで 238 万トン
を処理した。産構法で行った政策は，だいたいにおいて特安法の延長だった。 
４ 円滑化法（1987-96年） 








                                                   
3 産構法については，とくに断らない限り通商産業政策史編纂委員会編[2012]第 1 章第 1 節の２（岡崎著），
山本[2001]158-160 頁による。 




















 1970 年代から 80 年代にかけて行われた政府の構造調整政策の結果は，高炉企業と電炉
企業とでは異なっていた。 














                                                   

































































                                                   
6 事業革新法については，とくに断らない限り通商産業政策史編纂委員会編[2012]第 1 章第 1 節の４(岡崎著)，
山本[2001]163-169 頁による。 














 産業再生法の認定第 1 号は，住友金属工業の条鋼事業分社化に対するものであった。そ
して，鉄鋼業においては 2003 年改正までに高炉企業 4 社，電炉企業 5 社（鋳物企業，ス
テンレス企業を含む）が，以後法廃止まで高炉企業 3 社，電炉企業 2 社が認定を受けた。
そして認定された事業の中には，各種設備投資のほか，NKK と川崎製鉄の経営統合によ







していた。1991 年から 2001 年にかけて，国内粗鋼見掛消費は 9915 万トンから 7500 万
トンまで減少したのに対して，鉄鋼輸出（粗鋼換算）は 2002 万トンから 3237 万トンへと
増加したのである（図 １）。 
 高炉企業は 1990 年代半ばまでに高炉の過剰能力を削減し，以後は転炉の過剰能力を漸
進的に処理していったが，どちらかと言えば能力を維持しつつ合理化投資を重ねていった。
しかし，世界的な鋼材価格の低迷が経営業績に深刻な打撃を与え，高炉企業の売上高経常
利益率は 1990 年代に 3 回にわたってマイナスとなった（日本鉄鋼連盟[1999]284 頁，
                                                   
8 産業再生法については，とくに断らない限り通商産業政策史編纂委員会編[2012]第 1 章第 1 節の５(岡崎著)，
山本[2001]169-179 頁による。 
9 「産業活力再生特別措置法の認定一覧表」経済産業省産業構造課，2013 年 3 月 31 日，「産業活力の再生及
び産業活動の革新に関する特別措置法の認定一覧表」経済産業省産業再生課，2014 年 1 月 8 日現在，に
よる。なお，産業再生法の 2003 年以後の改正では，経営破綻した企業の再生支援策が重点として追加さ








新日鉄が有利に立っていた。対抗するために，NKK と川崎製鉄は合併して JFE スチール















小形棒鋼の生産は 1990 年には 1573 万トンであったが，以後 1991-2000 年の平均は 1248








電炉企業が 35 社が存在したが，そのうち 24 社は，単一地域で，単一製品を生産・販売す
る地域企業だった(みずほ情報総研[2014])。その地域経済への貢献は認められるべきであ





準は高くなく，景気が回復した 2006 年でも 6.0%であった。これはバブル経済期の最高水







３が示すように，鉄鋼業における労働者の数は 1970 年代から 90 年代にかけて著しく減少
した。高炉企業の従業員数は，最大だった 1973 年から最小になった 2001 年までに，18
万 4800 人から 4 万 1100 人へと，78％削減された。電炉企業の従業員数は，最大だった














54.8%だったが，1991 年には 60.4%，2001 年には 70.6%に上昇した10。1990 年代には，




低下を補償する措置が取られた11。大手高炉企業 S 社の場合は，出向先が人件費相当分の 
                                                   
10 日本鉄鋼連盟『鉄鋼業の安全管理概況』各年版，同『年間労働災害統計結果』各年版より計算。 














































































































                                                   
12 「産業活力再生特別措置法の概要及び認定実績について」経済産業省
（http://www.meti.go.jp/policy/economy/keiei_innovation/sangyoukaturyoku/index.html）。 






表 １ 過剰設備処理・産業活性化政策の評価 
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 中国鉄鋼業においては，第十三次五か年規劃中（2016-2020 年）に粗鋼生産能力 11.3












                                                   
16「“僵尸企業”已有明確定義」新華社，2016年 2月 25日。『常州日報』2016年 2月 26日により引用
（http://epaper.cz001.com.cn/site1/czrb/html/2016-02/26/content_929238.htm）。 























計 1 億 424 万トン削減されたが，うち中央国有企業が 1932 万トン（18.5％），地方国有企
業は 2013 万トン（19.3％），民営企業は 6479 万トン（62.1％）であった20。全国粗鋼生




                                                   
18 「国新協挙行就業和社会保障有関情況新聞発布会図文実録」国務院新聞協公室網站，2016年 2月 29日
（http://www.scio.gov.cn/xwfbh/xwbfbh/wqfbh/33978/34234/wz34236/Document/1470012/1470012.htm）。 
19 「李克強作政府工作报告」中央政府門戸網站，2016年 3月 5日
（http://www.gov.cn/guowuyuan/2016-03/05/content_5049372.htm）。 
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